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本牧埠頭流通センター

神戸西流通センター開設のお知らせ
　当社は、兵庫県神戸市長田区に神戸西流通センターを開設し、 2025年５月より
稼働を開始いたしました。
　当センターはＣＢＲＥインベストメントマネジメント・ジャパン株式会社および
大和ハウス工業株式会社が共同運営する３階建てマルチテナント型物流施設の２階
および３階フロアにて開設いたします。同施設は、ランプウェイにて２階に着車で
きるトラックバースを備え、効率的なロジスティクスサービスの提供が可能な施設
になります。
　立地面においては、阪神高速３号神戸線「若宮ＩＣ」および「湊川ＩＣ」より約
２㎞と阪神圏をはじめ近畿・中国・四国へ向けた広域物流拠点として利便性が高い
ことに加え、ＪＲ神戸線「鷹取駅」から徒歩圏にあり、後背地には生活環境が整っ
た住宅街を有した人員確保にも適した立地の物流拠点となっております。
　今後も、当社グループの物流ノウハウを最大限に活かし、さらなるサービスレベ
ルの向上を図り、物流事業の強化に注力してまいります。

センターの概要
所在地　兵庫県神戸市長田区駒ケ林南町１－35　2・3階フロア
床面積　17,411m2
構　造　鉄筋コンクリート（一部鉄骨造）

第78期 報告書
（2024.4.1～2025.3.31)

証券コード：9312

URL https://www.keihin.co.jp/wordpress/file/etc/notice20250430-2.pdf
プレスリリース 施設マップ



　平素は格別のご高配をたまわり厚くお礼申しあげます。
　さて、ここに当社第78期（2024年４月１日から2025年３月31日
まで）の事業の概況、会社の概況ならびに決算の内容につきまして、
本報告書をお届け申しあげます。
　当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題
として位置づけており、将来における企業の成長と経営環境の変化
に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、安定的に配当を行
うことを基本方針としており、当期の期末配当につきましては、上
記方針は維持しつつも、株主還元の充実を図るために、連結配当性
向を段階的に引き上げることを目標とし１株につき80円とさせてい
ただきました。
　株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも一層のご指導と
ご支援をたまわりますようお願い申しあげます。

　2025年６月 代表取締役社長   杉  山  光  延

当連結会計年度のわが国経済は、世界経済の減速や地政学的リスクの影響を受けつつも、企業収益や雇用・所得環
境の改善を背景に、内需主導で緩やかな回復基調を維持しました。しかしながら、物価上昇の継続や個人消費の伸びの
鈍化に加え、ウクライナ情勢の長期化、ガザ地区における停戦合意崩壊の危機、米国大統領交代による従来からの政
策の変更など、世界情勢の不確実性の高まりは、依然として日本経済の先行きに不透明感をもたらしており、成長の下
振れリスクを抱える不安定な状況が続いております。

このような環境下、当社グループは、お客様の多様なニーズに対応した高品質な物流サービスの提供を通じて、収
益性の向上に努めてまいりました。国内物流事業においては、物流施設の拡充投資に注力し事業基盤の強化を図るとと
もに、国際物流事業においてもグループ内の連携を強化し、グローバルに展開する代理店との協業を推進することで新
規受注の獲得に注力いたしました。これらの取組みの結果、国内物流事業では保管・入出庫の取扱いが堅調に推移し、
国際物流事業では輸出車両の海上輸送取扱いが増加したことなどにより、両事業ともに増収増益を達成いたしました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は504億５千２百万円（前期比39億３千２百万円の増収、8.5％ 
増）、営業利益は28億９千８百万円（前期比２億３千万円の増益、8.7％増）、経常利益は31億１百万円（前期比１億１
千３百万円の増益、3.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は21億８千８百万円（前期比１億３千９百万円の増益、
6.8％増）となりました。

国内物流事業におきましては、倉庫業は昨年稼働
した東扇島流通センターと本牧埠頭流通センターの
物流施設拡充が寄与したことにより保管・入出庫の
取扱いが増加し、売上高は87億６千３百万円（前期
比12.1％増）となりました。一方、流通加工業は取
扱個数が増加したものの、出荷件数の減少により、
売上高は69億３千８百万円（前期比0.6％減）とな
りました。陸上運送業は、自動車運送・配送ともに
取扱量は減少しましたが、一部料金の見直しによ
り、売上高は116億３千万円（前期比1.7％増）と
なりました。

以上の結果、国内物流事業の売上高は284億７千
５百万円（前期比13億５千５百万円の増収、5.0％
増）、営業利益は29億７千５百万円（前期比２千６
百万円の増益、0.9％増）となりました。

国内物流事業

トップメッセージ

業績（連結）の概況

国際物流事業におきましては、国際運送取扱業は
複合一貫輸送とプロジェクト貨物の取扱いが減少し
ましたが、輸出車両の海上輸送取扱いの増加、並び
に、コンテナ運賃の期中での一時的な上昇もあり、
売上高は198億１千６百万円（前期比15.5％増）と
なりました。航空運送取扱業は、輸出入ともに取扱
いは減少しましたが、北米向け危険物緊急輸送の取
扱いが寄与し、売上高は12億６千７百万円（前期比
10.7％増）となりました。一方、港湾作業は、船内
荷役、沿岸荷役とも取扱いが減少し、売上高は18億
４千３百万円（前期比5.4％減）となりました。

以上の結果、国際物流事業の売上高は229億２千
６百万円（前期比26億７千７百万円の増収、13.2％
増）、営業利益は16億３千８百万円（前期比３億４千
６百万円の増益、26.8％増）となりました。

国際物流事業



発 行 可 能 株 式 総 数 24,800,000株
発 行 済 株 式 の 総 数 6,536,445株　
株 　 　 主 　 　 数 2,954名
大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株) 持株比率（％）
京友株式会社 613 9.40
朝日生命保険相互会社 497 7.61
東京海上日動火災保険株式会社 482 7.39
フィード・ワン株式会社 465 7.13
I N T E R A C T I V E　B R O K E R S　L L C 443 6.80
株式会社横浜銀行 325 4.99
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 296 4.54
株式会社三井住友銀行 275 4.23
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 196 3.01
共栄火災海上保険株式会社 122 1.87

（注）持株比率は、自己株式（7,809株）を控除して計算しております。

所有者別分布

6,536千株

金融機関　　36.30%　2,372千株
国内法人　　 27.13%　1,774千株
個人・その他  18.78%　1,227千株
外国法人等　15.86%　1,037千株
証券会社　　  1.81%　   118千株
自己名義株　  0.12%　       8千株

区　　　　　　分 2020年度
第74期

2021年度
第75期

2022年度
第76期

2023年度
第77期

2024年度
第78期

売 上 高 （百万円） 48,159 54,108 59,821 46,520 50,452

経 常 利 益 （百万円） 2,516 3,286 3,958 2,988 3,101
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 （百万円） 1,749 2,263 2,704 2,049 2,188

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 267.95 346.64 414.26 313.90 335.26

総 資 産 （百万円） 42,543 41,989 44,437 49,499 51,106

純 資 産 （百万円） 19,670 21,493 24,456 28,235 30,256

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 3,012.74 3,291.97 3,745.95 4,324.67 4,634.46

今後の景気動向につきましては、長引く地政学的緊張や資源価格の高止まりによる物価上昇、更には米国の政
策動向など、先行きは不透明で予断を許さない状況にあります。物流業界においては、国際面は米中間における
貿易摩擦の激化によるサプライチェーンの不安定化が懸念されており、国内ではトラックドライバーを中心とし
た労働力不足への対応など、当社グループの業績にも影響を及ぼすことが懸念されます。

当社は、引き続きグループ内の連携を強化することで顧客ニーズに対応した質の高いサービスを提供すること
により、新規顧客の獲得と安定的な貨物取扱いの確保に努めるほか、国内外の有力拠点への施設拡充も視野に入
れつつ、生産性の向上を図ることで、事業基盤の強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも一層のご指導とご支援をたまわりますようお願い申しあげま
す。

今後の見通し

財産および損益の状況

株式の状況（2025年３月31日現在）



連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 当　期
2025年３月31日現在

前　期
2024年３月31日現在

（負債の部）
流動負債 8,982 9,819

営業未払金 2,943 3,124
短期借入金 2,808 3,142
１年内償還社債 240 940
その他 2,990 2,612

固定負債 11,867 11,444
社債 280 520
長期借入金 4,450 3,714
退職給付に係る負債 2,253 2,449
その他 4,882 4,761

負債合計 20,850 21,264
（純資産の部）
株主資本 26,672 24,941

資本金 5,376 5,376
資本剰余金 4,415 4,415
利益剰余金 16,895 15,163
自己株式 △ 14 △ 14

その他の包括利益累計額 3,583 3,293
その他有価証券評価差額金 2,926 2,981
為替換算調整勘定 532 265
退職給付に係る調整累計額 125 46

純資産合計 30,256 28,235
負債及び純資産合計 51,106 49,499

科　目 当　期
2025年３月31日現在

前　期
2024年３月31日現在

（資産の部）
流動資産 15,817 15,293

現金及び預金 9,461 9,420
受取手形及び営業未収金 4,504 4,684
その他 1,850 1,188

固定資産 35,282 34,189
有形固定資産 24,457 23,496

建物及び構築物 16,183 12,073
土地 6,809 6,809
その他 1,463 4,613

無形固定資産 1,239 1,282
借地権 977 977
その他 262 305

投資その他の資産 9,585 9,410
投資有価証券 8,303 8,258
その他 1,281 1,151

繰延資産 7 15
社債発行費 7 15

資産合計 51,106 49,499

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

項　目

株主資本 その他の包括利益累計額
純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
2024年４月１日残高 5,376 4,415 15,163 △ 14 24,941 2,981 265 46 3,293 28,235
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 457 △ 457 ─ △ 457
親会社株主に帰属する当期純利益 2,188 2,188 ─ 2,188
自己株式の取得 △ 0 △ 0 ─ △ 0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） ─ △ 55 266 78 290 290

連結会計年度中の変動額合計 ─ ─ 1,731 △ 0 1,731 △ 55 266 78 290 2,021
2025年３月31日残高 5,376 4,415 16,895 △ 14 26,672 2,926 532 125 3,583 30,256

※記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円） （単位：百万円）

科　目
当　期

2024年４月 １ 日から
2025年３月31日まで

前　期
2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで

売上高 50,452 46,520
売上原価 45,369 41,847
売上総利益 5,082 4,672
一般管理費 2,183 2,004
営業利益 2,898 2,668
営業外収益 355 415
営業外費用 152 94
経常利益 3,101 2,988
特別利益 118 39
特別損失 47 24
税金等調整前当期純利益 3,171 3,002
法人税、住民税及び事業税 1,072 937
法人税等調整額 △ 90 15
当期純利益 2,188 2,049
親会社株主に帰属する当期純利益 2,188 2,049

科　目
当　期

2024年４月 １ 日から
2025年３月31日まで

前　期
2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,804 3,906

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,825 △ 2,668 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,260 △ 1,380

現金及び現金同等物に係る換算差額 139 117

現金及び現金同等物の増減額 △ 141 △ 24

現金及び現金同等物の期首残高 8,719 8,743

現金及び現金同等物の期末残高 8,578 8,719

連結財務諸表



損益計算書 （単位：百万円）

科　目
当　期

2024年４月 １ 日から
2025年３月31日まで

前　期
2023年４月 １ 日から
2024年３月31日まで

売上高 40,048 36,408
売上原価 36,805 33,276
売上総利益 3,242 3,132
一般管理費 1,373 1,254
営業利益 1,869 1,877
営業外収益 291 332
営業外費用 177 132
経常利益 1,983 2,078
特別利益 117 35
特別損失 47 23
税引前当期純利益 2,053 2,090
法人税、住民税及び事業税 733 674
法人税等調整額 △90 16
当期純利益 1,410 1,400

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

項　目

株主資本 評価･換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

2024年４月１日残高 5,376 3,689 9,878 △ 14 18,930 2,705 21,636
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 457 △ 457 △ 457
当期純利益 1,410 1,410 1,410
自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ─ 13 13

事業年度中の変動額合計 ─ ─ 953 △ 0 953 13 966
2025年３月31日残高 5,376 3,689 10,832 △ 14 19,884 2,719 22,603

※記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

個別財務諸表

貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 当　期
2025年３月31日現在

前　期
2024年３月31日現在

（負債の部）
流動負債 8,425 9,168

営業未払金 2,851 2,832
短期借入金 3,488 3,820
１年内償還社債 180 880
その他 1,904 1,635

固定負債 10,582 9,988
社債 250 430
長期借入金 4,422 3,696
退職給付引当金 1,358 1,389
その他 4,551 4,473

負債合計 19,007 19,156
（純資産の部）
株主資本 19,884 18,930

資本金 5,376 5,376
資本剰余金 3,689 3,689
利益剰余金 10,832 9,878
自己株式 △ 14 △ 14

評価・換算差額等 2,719 2,705
その他有価証券評価差額金 2,719 2,705

純資産合計 22,603 21,636
負債及び純資産合計 41,610 40,792

科　目 当　期
2025年３月3１日現在

前　期
2024年３月31日現在

（資産の部）
流動資産 8,034 8,326

現金及び預金 3,099 3,869
受取手形及び営業未収金 3,546 3,570
その他 1,388 885

固定資産 33,570 32,453
有形固定資産 22,857 21,889

建物及び構築物 15,648 11,548
土地 6,654 6,654
その他 553 3,686

無形固定資産 1,263 1,315
借地権 977 977
その他 286 338

投資その他の資産 9,449 9,248
投資有価証券 8,609 8,543
その他 840 705

繰延資産 6 13
社債発行費 6 13

資産合計 41,610 40,792



東京都港区海岸３丁目４番20号（〒108-8456）
電話  （03）3456-7801（代表）
https://www.keihin.co.jp/

会社の概要（2025年３月31日現在）

株式に関するお手続きについて

株主メモ
事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで
剰余金配当の基準日 期末配当金　毎年３月31日
定 時 株 主 総 会 毎年６月に開催
上記議決権の基準日 毎年３月31日
単 元 株 式 数 100株
上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　スタンダード市場

公 告 方 法
電子公告により、当社ホームページ

（https://www.keihin.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由により電子公告によることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

（〒100-8212）

連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部
東京都府中市日鋼町１-１

電 　 　 　 　 話 0120-232-711（フリーダイヤル）
郵 　  送 　  先 〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号

お手続き・ご照会等の内容 対　象 お問合せ先

住所・氏名等のご変更
単元未満株式の買取・買増のご請求
配当金の受取方法・振込先のご指定
マイナンバーに関するお届出・お問合せ

証券会社等の口座に記録された株式を
保有している株主様 口座を開設されている証券会社等

特別口座に記録された株式を保有して
いる株主様

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-232-711（フリーダイヤル ）
郵送先 〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号

【手続き書類のご請求方法】
インターネットによるダウンロード
https://www.tr.mufg.jp/daikou/

特別口座から一般口座への振替ご請求
特別口座の残高ご照会

特別口座に記録された株式を保有して
いる株主様

郵便物等の発送と返戻に関するご照会
支払期間経過後の配当金に関するご照会
株式事務に関する一般的なお問合せ

すべての株主様 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-232-711（フリーダイヤル）

商 号 ケイヒン株式会社（英文社名：THE KEIHIN CO.,LTD.）
設 立 年 月 日 1947年12月17日
資 本 金 5,376百万円
本 社 東京都港区海岸３丁目４番20号

主 な 営 業 種 目 倉庫業、陸上運送業、海上運送業、港湾運送業、運送取扱業、航空貨物取扱業、通関業、重量物運送業、
陸海空複合貨物運送業

グ ル ー プ 会 社

ケイヒン配送㈱ KEIHIN MULTI-TRANS (HONG KONG) LIMITED
ケイヒン陸運㈱〔本店 東京都〕 KEIHIN MULTI-TRANS (SHANGHAI) CO.,LTD.
ケイヒン陸運㈱〔本店 愛知県〕 KEIHIN MULTI-TRANS TAIWAN CO.,LTD.
ケイヒン陸運㈱〔本店 兵庫県〕 KEIHIN-EVERETT FORWARDING CO.,INC.
ケイヒン海運㈱ KEIHIN MULTI-TRANS (SINGAPORE) PTE LTD
ケイヒン港運㈱ KEIHIN MULTI-TRANS (VIETNAM) COMPANY LIMITED
ケイヒン航空㈱ EVERETT STEAMSHIP CORPORATION
ケイヒンコンテナ急送㈱
オーケーコンテナエキスプレス㈱
ダックシステム㈱

従 業 員 307名／897名（含むグループ会社）
国 内 拠 点 東京、横浜、千葉、名古屋、大阪、神戸
海 外 拠 点 香港、上海、台湾、フィリピン、シンガポール、ベトナム

役 員 の 状 況
（2025年６月27日現在）

代表取締役会長 大 津 育 敬 取　　締　　役 荒 井 正 俊 ※１ 取　　締　　役 野 口 　 隆
代表取締役社長 杉 山 光 延 取　　締　　役 吉 村 　 裕 常 勤 監 査 役 野 村 洋 資
専 務 取 締 役 関 本 篤 弘 取　　締　　役 筒 井 章 太 ※２ 常 勤 監 査 役 杉 野 直 樹
専 務 取 締 役 大 津 英 敬 取　　締　　役 葉梨 陽一郎 ※２ 監　　査　　役 森 　 信 一
常 務 取 締 役 坂 井 賢 敏 ※１ 取　　締　　役 本 保 芳 明

（注） ※１は社外取締役であります。 
※２は社外監査役であります。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

グリーンプリンティング
認定制度を取得している
工場で印刷しています。

環境保全のため、FSC®認証紙と植物油インキを使用
して印刷しています。


